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令和元年改正意匠法の施行

特許庁 2



令和3年4月に施行される規定

特許庁 3

2019(R1).5.17

施行済み

施行予定

2021(R3).4.1

・保護対象の拡充（画像、建築物、内装）
・関連意匠制度の拡充
・意匠権の存続期間の変更
・創作非容易性の水準の明確化
・組物の部分意匠の導入
・間接侵害規定の拡充
・損害賠償額算定方法の見直し

・複数意匠一括出願手続の導入
・物品区分の扱いの見直し
・手続救済規定の拡充

改正項目

公
布

公
布

2020(R2).4.1

 令和元年改正意匠法のほとんどの規定は昨年4月に施行済み。
 複数意匠一括出願手続の導入（第7条）、物品区分の扱いの見直し（第7条）、手続救
済規定の拡充（第15条第1項、第60条の10第2項及び第68条第1項）についての規定
は、今年4月に施行予定。



複数意匠一括出願手続の導入
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複数意匠一括出願手続の導入

特許庁 5

 意匠登録出願は、意匠ごとに出願しなければならず、一つの出願に一つの意匠しか含
めることができない。

 近年、製品に一貫したデザインコンセプトを用いてブランド価値を高める企業が増え
ている中、出願手続の負担が生じている。

 複数の意匠登録出願を一の願書により一括して行う手続について省令で規定した。

改正法第七条
意匠登録出願は、経済産業省令で定める物品の区分ところにより、意匠ごとにしなければ
ならない。 複数の意匠登録出願を一の願書により一括して

行う手続について意匠法施行規則第2条の2等で
規定した。

改正前
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改正後（現行の出願方法も維持）

（１意匠ごとに１つの意匠権を
発生させるという原則は維持）



複数意匠一括出願手続のフロー概要

特許庁 6

 出願手続後、手続番号が通知され、方式審査が行われる。
 方式審査完了等の要件を満たした後、個別の意匠登録出願に出願番号が通知される。
 実体審査や意匠登録は、現行制度と同様に個別の意匠登録出願について行う。
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出願番号通知 実体審査 登録料納付

出願番号通知 実体審査 登録料納付

出願番号通知 実体審査 登録料納付

手続補正等

 一括可能な出願数上限：100
 一括可能な意匠の範囲：無制限
 出願手数料：16,000円×出願数
 オンラインによる手続可
 DAS利用可

証明書の提出
（法定期間内）

複数意匠一括出願手続
の終了
※新規性喪失の例外適用を受けようとする場合は、提出可能期間が経過するまで、優先権を主張す
る場合は、証明書が提出されるか証明書の提出可能期間が経過するまでは複数意匠一括出願手続は
終了しない。

方式審査

意願20××ｰ3×××××
意願20××ｰ0×××××

意願20××ｰ0××××△

意願20××ｰ0××××□



願書の様式

特許庁 7

 複数意匠一括出願手続の願書は、様式第二の二により作成しなければならない。
 願書の一部の記載は、含まれる全ての意匠登録出願について、当該事項と同一の内容
の事項が記載された願書によりされたものとみなされる。

 意匠に係る物品、創作者情報、意匠に係る物品の説明、意匠の説明の欄は、意匠ごと
に設けなければならない。

手続書作成例（様式第二の二）
• 意匠登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所
• 代理人の氏名又は名称及び住所又は居所
• 秘密意匠を請求するための記載事項（必要書面提出省
略時）

• 出願人が意匠登録を受ける権利の信託の受託者である
場合の記載事項

• 共同出願において出願人の権利について持分の定めが
あるなどの場合の持分割合

• 新規性喪失の例外適用を受けようとする場合の記載事
項（必要書面提出省略時）

• パリ条約に基づく優先権を主張する場合の記載事項
（必要書面提出省略時）

• 共同出願において手続をするための代表者を定める届
出を特許庁にしたときの記載事項

全ての意匠登録出願が、これらを記載した願書に
よりされたものとみなされる。



願書とともに提出された書類の扱い
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 複数意匠一括出願手続において提出された一部の書類は、その提出日に、含まれる全
ての意匠登録出願に対し提出されたものとみなされる。

• 新規性喪失の例外適用を受けようとする旨を記載した書面
• 新規性喪失の例外適用証明書
• 秘密を請求するための必要事項を記載した書面
• 優先権を主張するための出願番号記載書面
• 優先権証明書又はアクセスコード等を記載した書面

全ての意匠登録出願に対し提出されたものとみなされる。

＋

複数意匠一括出願手続の
願書・図面 その他の提出書類



複数意匠一括出願手続に含めることができない出願等
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 分割出願や変更出願などの一部の出願については、複数意匠一括出願手続に含めるこ
とはできない。

 特徴記載書等の一部の書類は、複数意匠一括出願手続について提出することができな
い。

• 特徴記載書
• 出願放棄書
• 出願取下書
• 複数意匠一括出願手続に含まれる
意匠登録出願の数を変更する手続
補正書

複数意匠一括出願手続に含める
ことができない出願

複数意匠一括出願手続において
提出することができない書類

• 分割出願
• 変更出願
• 補正却下決定後の新出願
• 国際意匠登録出願

※特徴記載書、出願放棄書及び出願取下書は、複
数意匠一括出願手続終了後に個別の意匠登録出願
について提出することができる。



優先権証明書の交付等の請求

特許庁 10

 優先権証明書の交付、意匠登録に関する書類の謄本等の交付及び閲覧の請求は、複数
意匠一括出願手続番号によって請求することで、当該手続に含まれる複数の意匠登録
出願について一括請求することが可能。（出願番号通知後も請求可能）

 従来どおり、出願番号によって請求することで、個別の意匠登録出願について請求す
ることも可能。

優先権証明書の交付、意匠登録に関する書類の謄本の交付及び閲覧請求

複数意匠一括出願手続番号で請求
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物品の区分の扱いの見直し

特許庁 11



物品の区分の廃止
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 物品区分表の機動的な改定が困難であり、どの物品の区分にもあてはまらないという
不都合を回避するため、願書に記載すべき物品の粒度を定めている「物品区分表」を
廃止し、経済産業省令に「一意匠」の対象となる基準を設けることとした。

現行の「意匠に係る物品の区分」が記載された
意匠法施行規則別表第一（7条関係）【抜粋】

出願や審査の便宜という観点から願
書に記載すべき物品の粒度を揃える
ために、経済産業省令で「物品の区
分」を定めることとしていた。

改正後
意匠法第7条の「経済産業省令で定める物品の区分により」の部分を削除すると
ともに、「意匠ごと」と規定される客体である「一意匠」の対象が不明確となる
恐れがあるため、「一意匠」の対象となる「一物品」、「一建築物」、「一画
像」の基準について、経済産業省令で定めることとした。

改正前



「一意匠」の粒度

特許庁 13

 意匠に係る物品等の用途及び機能を明確に認識できる場合に、一意匠として適切な粒
度で出願されたものと判断される。

 意匠に係る物品等の用途及び機能を明確に認識できるか否かについては、願書の「意
匠に係る物品」の欄の記載のみならず、願書のその他の欄の記載及び願書に添付され
た図面等から総合的に判断される。

改正意匠法施行規則第7条
意匠法第七条の規定により意匠登録出願をするときは、意匠登録を受けようとする
意匠ごとに、意匠に係る物品若しくは意匠に係る建築物若しくは画像の用途、組物
又は内装が明確となるように記載するものとする。

意匠審査基準 第Ⅱ部第2章1.
審査官は、出願された意匠が、この要件を満たしているか否かを判断するにあたり、
願書の「意匠に係る物品」の欄の記載のみならず、願書のその他の欄の記載及び願
書に添付された図面等を総合的に判断し、意匠登録を受けようとする意匠の意匠に
係る物品等の用途及び機能を明確に認識できる場合は、この要件を満たしたものと
判断する。
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（１）願書の「意匠に係る物品」の欄の記載として適切なものの例
「意匠登録出願の願書及び図面等の記載の手引き」別添の一覧表「意匠に係る物
品等の例」参照

（２）願書の「意匠に係る物品」の欄の記載のみでは、出願された意匠の意匠に係る物
品等の用途及び機能を明確に認定することができないものの、願書の記載及び願
書に添付した図面等を総合的に判断すれば、用途及び機能を明確に認定すること
ができるものの例

【斜視図】 【斜視図】

本事例では、「意匠に係る物品」の欄の記載と、図面の記
載において相互に矛盾が生じておらず、これらの各記載を総
合すると、この意匠の意匠に係る物品の用途及び機能を明確
に認定することが可能である。

事例１ 事例２

意匠に係る物品 「食器」
意匠に係る物品の説明 「本願の物品は、食卓用皿で

ある。」

本事例では、「意匠に係る物品」、「意匠に係る物品の説
明」の各欄の記載と、図面の記載において相互に矛盾が生じ
ておらず、これらの各記載を総合すると、この意匠の意匠に
係る物品の用途及び機能を明確に認定することが可能である。

意匠に係る物品 「履きもの」
意匠に係る物品の説明（記載なし）

意匠に係る物品等の用途及び機能が明確なものの例

（意匠審査基準第Ⅱ部 第２章 3.3 )



意匠に係る物品等の用途及び機能が不明確なものの例①
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（１）願書の「意匠に係る物品」の欄の記載が、以下に該当するもの
① 意匠の属する分野において、日本語（国際意匠登録出願の場合は英語）の
一般的な名称として使用されていないもの
（例：日本語（国際意匠登録出願の場合は英語）以外の言語によるもの、一般
的な名称として広く認識されるに至っていない省略名称、商標や商品名等の固
有名詞を付したもの。ただし、日本語の場合、アルファベットによる略称表記
（例、「LED」、「DVD」等）を含むものであっても、一般的な名称として使
用されているものである場合には、問題のないものとして扱う。）

② 用途及び機能を何ら認定することができないもの
（例：「物品」、「もの」）

（意匠審査基準第Ⅱ部 第２章 3.2 )



意匠に係る物品等の用途及び機能が不明確なものの例②
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意匠に係る物品 「産業用部品」
意匠に係る物品の説明（記載なし）

【斜視図】

本事例では、「意匠に係る物品」の欄の記
載が不明確であり、図面の記載を考慮して
も、この意匠の意匠に係る物品等の用途及
び機能を明確に認定することができない。

意匠に係る物品 「支持フレーム」
意匠に係る物品の説明（記載なし）

【斜視図】

本事例では、「意匠に係る物品」の欄の記
載が不明確であり、図面の記載を考慮しても、
どのような目的で何を支持するものであるか
等、用途及び機能が明らかでなく、この意匠
の意匠に係る物品等の用途及び機能を明確に
認定することができない。

事例１ 事例3事例２

意匠に係る物品 「装飾部品」
意匠に係る物品の説明（記載なし）

【斜視図】

本事例では、「意匠に係る物品」の欄の記
載が不明確であり、図面の記載を考慮しても、
何を装飾するものであるのか等、用途及び機
能が明らかでなく、この意匠の意匠に係る物
品等を明確に認定することができない。

（意匠審査基準第Ⅱ部 第２章 3.2(2) )

（２）願書の記載及び願書に添付した図面等を総合的に判断しても、出願された意匠
の意匠に係る物品等の用途及び機能を明確に認定することができないもの



意匠に係る物品等を例示した一覧表「意匠に係る物品等の例」
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 ユーザーが出願する際、願書の「意匠に係る物品」の欄の記載の指針となるよう、意
匠に係る物品等を例示した一覧表「意匠に係る物品等の例」（日・英）を作成し、特
許庁ウェブサイト上に「意匠登録出願の願書及び図面等の記載の手引き」の別添とし
て公表予定。

 「意匠に係る物品等の例」は、従来の意匠法施行規則別表第一を基としつつ、近年の
登録実績を元にした追加・削除、掲載順や古い表記の見直し等の修正を行っている。



手続救済規定の拡充
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拡充される手続救済
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 出願人に対する救済措置を充実させるべく、特許法を準用し、指定期間経過後の請求
による指定期間の延長、優先期間経過後の優先権主張を伴う意匠登録出願（正当な理
由があるときに限る）、優先権書類の未提出通知を受けた後の優先権書類の提出を認
めることとした。

指定期間経過後の
請求による

指定期間の延長

優先期間経過後の
優先権主張を伴う
意匠登録出願

（期間内に出願できない正当な
理由があるときに限る）

優先権書類の
未提出通知を受けた後の
優先権書類の提出

特許法の準用によって拡充される手続救済

意匠法第六十八条第一項で準用する
特許法第五条第三項

意匠法第十五条第一項で準用する
特許法第四十三条の二

意匠法第十五条第一項
及び第六十条の十第二項で準用する
特許法第四十三条第六項及び第七項



指定期間経過後の請求による指定期間の延長
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 補正指令や拒絶理由通知等に記載された、特許庁長官等の指定する期間（指定期間）
を、当該指定期間経過後2か月以内であれば、出願人の請求により2か月間延長するこ
とができる。（１手続につき1回限り）

 手数料は4,200円（拒絶理由通知に記載された指定期間の延長は7,200円）。
 指定期間内に拒絶理由通知に対する応答をしたときは、延長請求することはできない。

〔特許庁〕

〔出願人等〕

指定期間 ２か月

補正指令・拒絶理由通知等 期間延長請求書＋手数料

指定期間を２か月間
延長できる。

※期間延長請求は１回限り

（4,200円。拒絶理由通知に記載された
指定期間を延長する場合は7,200円）

※拒絶査定不服審判請求後の拒絶理由通知等については、対象外



指定期間内の請求による指定期間の延長
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 指定期間経過後の請求による指定期間の延長を可能としたことに伴い、これまで認め
られていなかった、国内居住者による指定期間内の延長請求も可能とする。

 国内居住者、在外者ともに、指定期間内の請求によって延長される期間は２か月。
 手数料は2,100円。
 指定期間内の請求により延長された指定期間について、指定期間内・指定期間経過後
にかかわらず、再度の延長は請求できない。

〔特許庁〕

〔出願人等〕

指定期間 ２か月

補正指令・拒絶理由通知等
期間延長請求書＋手数料

指定期間を２か月間
延長できる。

※期間延長請求は１回限り

出願人 従来 R3.4～

国内居住者 不可 2か月

在外者 1か月 2か月

指定期間内の請求によって
延長される期間

（2,100円）

※拒絶査定不服審判請求後の拒絶理由通知等については、現行のまま



出願

優先期間経過後の優先権主張を伴う意匠登録出願
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 優先期間内に出願できなかったことについて正当な理由があるときは、優先期間経過
後2か月以内にした意匠登録出願について優先権を主張することができる。

〔特許庁〕

〔出願人等〕

優先期間（6か月） ２か月

• 優先権主張を伴う意匠登録出願
• 回復理由書及び証拠書類

〔第一国官庁〕

優先期間内に出願できなかった
ことについて正当な理由がある
ときは、優先権を主張できる。

 期間徒過の原因となった事象が予測
可能であるといえる場合（例えば、
計画的な入院による代理人の不在、
計画停電によるオンライン手続不能
等）は、出願人等の講じた措置の如
何を問わず、原則として「正当な理
由」に該当しないと判断される。

 期間徒過の原因となった事象が予測
可能であるといえない場合は、回復
理由書の記載に基づき、出願人等が
手続をするために事象の発生前・後
に講じた措置が相応の措置といえる
か否かの観点、及び措置を講ずべき
者（出願人等及び代理人）の観点を
含めて、「正当な理由」であるか否
かについて判断される。

「正当な理由」について

※詳細は特許庁HP「期間徒過後の救済規定
に係るガイドライン（四法共通）」参照



優先権書類の未提出通知を受けた後の優先権書類の提出
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 優先権書類の提出期間（3か月）内に優先権書類の提出がなかったときは、特許庁長官
は注意喚起のための通知をし、通知を受けた者は通知から2か月以内に優先権書類を提
出することができる。

〔特許庁〕

〔出願人等〕

優先権証明書提出期間（3か月）

２か月

注意喚起のための通知

優先権証明書又はアクセス
コード等を記載した書面

提出期間内に提出なし。

優先権証明書又はアクセス
コード等を記載した書面

通知の日から２か月以内
に提出できる

優先権主張を伴う
意匠登録出願

提出期間内に証明書の提出が
なかったときに通知される



経過措置
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経過措置
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（１）複数意匠一括出願手続の導入、物品区分の扱いの見直し、
手続救済規定の拡充（優先期間経過後の優先権主張を伴う意匠登録出願）

令和3年4月1日以後に出願された意匠登録出願に適用

（２）手続救済規定の拡充（優先期間経過後の優先権主張を伴う意匠登録出願を除く）
令和3年4月1日以後に指定期間・優先権書類提出期間を経過する
意匠登録出願に適用

令和3年4月1日

法定・指定期間

法定・指定期間

法定・指定期間

救済規定の適用可
拒絶理由通知等



ありがとうございました

特許庁審査第一部意匠課


	改正意匠法の令和３年４月施行について
	スライド番号 2
	令和元年改正意匠法の施行
	令和3年4月に施行される規定
	複数意匠一括出願手続の導入
	複数意匠一括出願手続の導入
	複数意匠一括出願手続のフロー概要
	願書の様式
	願書とともに提出された書類の扱い
	複数意匠一括出願手続に含めることができない出願等
	優先権証明書の交付等の請求
	物品の区分の扱いの見直し
	物品の区分の廃止
	「一意匠」の粒度
	意匠に係る物品等の用途及び機能が明確なものの例
	意匠に係る物品等の用途及び機能が不明確なものの例①
	意匠に係る物品等の用途及び機能が不明確なものの例②
	意匠に係る物品等を例示した一覧表「意匠に係る物品等の例」
	手続救済規定の拡充
	拡充される手続救済
	指定期間経過後の請求による指定期間の延長
	指定期間内の請求による指定期間の延長
	優先期間経過後の優先権主張を伴う意匠登録出願
	優先権書類の未提出通知を受けた後の優先権書類の提出
	経過措置
	経過措置
	ありがとうございました

